
身元保証等高齢者サポート事業について

令和４年２月
消費者庁
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身元保証等高齢者サポート事業に関する消費生活相談件数
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

「身元保証等高齢者サポートサービス」に関する消費生活相談件数

※2013年4月1日以降受付、2022年1月17日までのPIO-NET登録分

○身元保証等高齢者サポート事業に関する消費生活相談は、年100件程度で推移。
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度



身元保証等高齢者サポート事業に関する消費生活相談 主な事例
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【事業者に関する相談】

・一人暮らしで身寄りがないので身元保証をしてくれる事業者を探しておこうかと思うが
信用できるところはないか。

・身元保証人契約を検討している。業者についてセンターにクレームが入っていないか知
りたい。

【サービス内容・費用に関する相談】

・年金を預かると言われて渡した通帳と印鑑を返してもらえない。

・妻の叔父が身元保証サービスの契約を勧められている。初期費用が２００万円と高額な
ので騙されていないか心配。注意点を知りたい。

【解約に関する相談】

・今年の６月に終活業者と死後事務委任と保証人代行の契約をしたが、解約したい。返金
額に納得できない。

・母の財産管理を身元保証支援業者に依頼したが、私が断った項目の請求があり、利用明
細書も開示されない。解約、返金希望。



身元保証等高齢者サポート事業に関する取組

○消費者が安心して身元保証等高齢者サポートサービスを利用できるよう、

平成30年８月の事務連絡（※）の内容を踏まえつつ、消費者向けに情報発信を実施。

（※）地方公共団体消費者行政担当部局宛、以下を依頼。

・高齢者等が安心して身元保証等高齢者サポート事業を利用できるよう、当該事業についての説明と、利用する事業者及びサービス

を検討する際のポイントを示した普及啓発資料の周知

・高齢者福祉部局等との連携を一層促進し、消費者安全確保地域協議会（高齢者見守りネットワーク）も活用した地域連携の構築

② 地方消費者行政担当部局を対象とする消費者行政ブロック会議における周知

① 消費者庁ウェブサイト上の専用ページの新設

③ 関連する消費生活相談の状況の注視及び注意喚起の実施
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身元保証等高齢者サポート事業に関する取組

① 消費者庁ウェブサイト上の専用ページの新設
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身元保証等高齢者サポート事業に関する取組

③ 関連する消費生活相談の状況の注視
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身元保証等高齢者サポート事業に関する取組

③ 注意喚起の実施
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関係行政機関との連携の状況・今後の取組

○消費者基本計画工程表に「身元保証等高齢者サポート事業に関する消費者問題についての
対応」を位置付け、厚生労働省を始めとする関係府省庁等の取組状況を把握。

○引き続き、関連する消費生活相談の状況を注視し、必要に応じて情報発信・注意喚起を実施。
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（参考）身元保証等高齢者サポート事業に関する消費者問題についての建議

身元保証等高齢者サポート事業に関する消費者問題についての建議（平成29年１月消費者委員会）（抄）

１．身元保証等高齢者サポート事業における消費者保護の取組

（建議事項１）

消費者庁及び厚生労働省は、消費者保護の観点から、以下の取組を行うこと。

（１）消費者庁は、身元保証や死後事務等を行う身元保証等高齢者サポート事業による消費
者被害を防止するため、厚生労働省その他関係行政機関と必要な調整を行うこと

（２）厚生労働省は、関係行政機関と連携して、身元保証等高齢者サポート事業において消
費者問題が発生していることを踏まえ、事業者に対しヒアリングを行うなど、その実態
把握を行うこと。

（３）消費者庁及び厚生労働省は、関係行政機関と連携して、前記（２）を踏まえ、消費者
が安心して身元保証等高齢者サポートサービスを利用できるよう、必要な措置を講ずる
こと。

３．消費者への情報提供の充実

（建議事項３）

消費者庁、厚生労働省及び国土交通省は、消費者が安心して身元保証等高齢者サポート
サービスを利用できるよう、サービスを選択するに当たり有用と思われる情報提供を積極的
に行うこと。
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